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日本共産党
静岡市議会議員団

いのち・くらしを守る市政へ

（4）２０１７年１月１日　　第７４号 し　ず　お　か　市　政　新　報

★現在の暮らし向きについて、「苦しくなった・やや苦しくなった」が62％、
苦しくなった要因について、「年金減少・国保料介護保険料が高い」が
72％、市政への受け止めについて、「少し・大いに不満」が68％となって
います。
★静岡市政への要望について、多いのが市民税・国保料・介護保険料等
の引き下げ・軽減、次いで浜岡原発廃炉・自然再生エネルギー活用、さら
に医療費・公共料金の引き下げ・軽減、さらに高齢者福祉や子ども医療
費の充実となっています。市民のみなさんが願っていることが分かります。

★市政課題として、南アルプス直下をトンネルが通るリニア新幹線につい
ては、「自然環境破壊が心配・メリットはなく反対」が79％、清水駅前近
くの清水ＬＮＧ火力発電所建設については、賛成反対どちらとも言えな

いが35％で一番多くあり、平成34年度から一斉に導入されようとして
いる小中一貫教育や子ども園の統廃合について、「もっと市民の声を
聞く」が39％と一番多くありました。
★たくさんの地域や市政要求を記入していただき、これらについては市
当局に届け、実現に向けてとりくみます。
★意見記述欄には、国政への不安、議会・議員の役割をしっかり果たすこ
と、日本共産党市議団への激励や批判など様々多岐にわたりほんとう
にたくさんの意見をいただきました。これらをしっかり受け止め、活かす
べきは今後の活動に活かしていきます。なお、具体的な意見記述につ
いては、氏名等を伏せたうえで、日本共産党市議団控室にまとめてあり
ますので、ご覧になりたい方は、来室ください。

２０１６年は、自衛隊員の南スーダンへの派兵、ＴＰＰ承認案・関連法案、年金カット

法案、原発再稼働、医療や介護など社会保障の削減・負担増の強行等、安倍政権の暴走

が際立った年でした。

この政治に対し、野党と市民の共闘が進んだ年でもありました。

日本共産党市議団は、安倍政権と正面から対決し、市民の暮らし最優先に地域経

済を守り発展させるため全力をあげる決意です。

　今年もよろしくお願いいたします。

日本共産党市議団がお願いしました市民
アンケートには、２３００通を超える回答が寄せ
られました。ご協力ありがとうございました。
回答の特徴について報告します。

市民のくらし最優先で
　　全力あげます
市民のくらし最優先で
　　全力あげます

市民アンケートへのご協力
ありがとうございました
市民アンケートへのご協力
ありがとうございました
Q1Q1 Q2Q2 Q3Q3

Q5Q5 Q6Q6 Q7Q7

日本共産党市議団の市民アンケート結果について

「やや苦しくなった」「苦しくなった」と
お答えになった方に伺います。
その理由は何ですか？  (いくつでも)

給料が少ない・収入減

仕事や売り上げ減少

年金減少

国保料・介護保険料が高い

医療費・介護費用の負担増

教育費・保育料などの負担増

消費税増税

失業・倒産

ローン・借金の返済

その他

不明・無回答

429　　　　　　　 

195  　　　　　　　　　　　

854

784　 

479 　　　　　　 

137　　　　　　　　　　　　  

594　　　　  

61　　　　　　　　　　　　　　  

165　　　　　　　　　　　　 

106　　　　　　　　　　　　　 

9   　　　　　　　　　　　　　　　

429　　　　　　　 

195  　　　　　　　　　　　

854

784　 

479 　　　　　　 

137　　　　　　　　　　　　  

594　　　　  

61　　　　　　　　　　　　　　  

165　　　　　　　　　　　　 

106　　　　　　　　　　　　　 

9   　　　　　　　　　　　　　　　

すすめるべき

自然・環境破壊が心配

メリットはなく反対

どちらともいえない

その他

不明・無回答

195 　　　　　　　　　　　　　　　  

1,045 

780　　　　　  

502　　　　　　　　　　  

60　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

179　　　　　　　　　　　　　　　     

195 　　　　　　　　　　　　　　　  

1,045 

780　　　　　  

502　　　　　　　　　　  

60　　　　　　　　　　　　　　　　　　    

179　　　　　　　　　　　　　　　     

Q4Q4 静岡市政にたいして要望したいことは何ですか？くらしに関わること  (いくつでも)

雇
用
対
策

津
波
対
策

市
民
税
・
固
定
資
産
税
の
引
き
下
げ
・
減
免

浜
岡
原
発
の
永
久
停
止
・
廃
炉

自
然
再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用

国
保
料
の
引
き
下
げ

介
護
保
険
料
・
利
用
料
の
軽
減

医
療
費
の
軽
減

高
齢
者
福
祉
の
充
実

商
店
街
の
活
性
化

公
共
交
通
・
バ
ス
の
充
実

中
学
卒
業
ま
で
の
医
療
費
完
全
無
料
化

特
養
ホ
ー
ム
な
ど
の
増
設

ひ
と
り
親
家
庭
へ
の
支
援

住
宅
耐
震
補
強
助
成
の
引
き
上
げ

通
学
路
の
安
全
確
保

中
小
業
者
支
援

生
活
道
路
の
整
備

保
育
所
の
増
設

給
付
型
奨
学
金
制
度
の
拡
充

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
充
実

農
・
林
・
漁
業
の
振
興

障
が
い
者
支
援
の
充
実

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
制
度
の
充
実

自
校
方
式
の
学
校
給
食

市
営
住
宅
の
増
設

公
共
料
金
の
引
き
下
げ

1,356 1,356 
1,300 1,300 

1,126 1,126 1,111 1,111 1,084  1,084  1,052 1,052 1,007 1,007 
949 949 893 893 872   872   

822822 777 777 735 735 716 716 690 690 687 687 646 646 638 638 634 634 581 581 580 580 542 542 521 521 489 489 
383 383 350 350 

179179

あまり変わらない

やや苦しくなった

28.9 

37.3 

苦しくなった
25.1 

その他 0.6 

不明・無回答 3.8 

ややよくなった 2.7 

よくなった 1.6 
おおいに満足 1.1 

ある程度満足
12.1

少し不満
34.4 大いに不満

33.9 

わからない
13.0 

不明・無回答 5.4

電力安定供給・
経済効果があり
賛成 21.1 

環境破壊・
防災・安全面
から反対

29.3 

どちらともいえない
35.6 

その他 2.4 不明・
無回答
11.6 

現在の暮らしは以前と比べて
どうですか？

南アルプスのエコパーク直下に、リニア
新幹線のトンネル工事が計画されてい
ますが、どう思われますか？

清水ＬＮＧ火力発電所が計画され
ていますが、どう思われますか？

静岡市政に対してどのように
感じていますか？

市が進めようとしている小中一貫教育、
子ども園の民営化・統廃合について、
どう思われますか？

賛成

やむを得ない

もっと市民の声を聞く

どちらともいえない

わからない

不明・無回答

225   　　　　　　　　　　    

218  　　　　　　　　　　　   

887  

301　　　　　　　　　　   

272 　　　　　　　　　　    

362 　　　　　　　　　  

230 　　　　　　　　　　　   

225   　　　　　　　　　　    

218  　　　　　　　　　　　   

887  

301　　　　　　　　　　   

272 　　　　　　　　　　    

362 　　　　　　　　　  

230 　　　　　　　　　　　   

子どもの教育、子育て支援の
後退になるから反対

11月 国保料引き下げ請願提出

12月 市長へ来年度予算編成で申し入れ

（人）

（人）

（人） （人）

（%）

（%） （%）

本年もよろしくお願いします



請願否決

（２）（３） ２０１７年１月１日　　第７４号 し　ず　お　か　市　政　新　報

日本共産党市議団は、年金受給申請へのマイナンバー利用のための条例改正
に反対しました。昨年5月に発生した日本年金機構への標的型メール攻撃に

よって、125万人の本人情報などが漏えいしました。政府は、この対策を打ったという事で、
この間ストップしていた年金へのマイナンバー利用を容認しました。市は、これによって市内
部の税・国保・介護・後期高齢者などの個人情報と連携すると言います。
しかし、社会保障審議会の、この事件にたいする情報セキュリティの検証報告では、厚労
省のインターネット接続口について、「標的型メールのような外部からの攻撃を完全に防御
することはできないことを前提に」、入口対策として「監視し適正に遮断する」、出口で「多重
防護対策を強化する予定」というものです。これでは不安は解消されず、安心してマイナン
バーを利用するなどとんでもないことです。
国家が個人情報をマイナンバーで一元管理すれば、年金機構の事件のように❶漏れる危
険、❷漏れたらなりすましで被害は取り返しがつかない、という事態になります。
いっぽう、これによっても年金受給の申請などの際、マイナンバーを記入しなくても申請
を受け付ける、ということも審議に中で確認されました。

財源不足対策、市職員の時間外労働、小中一貫教育、ＬＮＧ火力発電などで５氏が質問財源不足対策、市職員の時間外労働、小中一貫教育、ＬＮＧ火力発電などで５氏が質問
静
岡
市
は
毎
年
、不
足
財
源
解
消
の

対
策
と
し
て
、正
規
職
員
削
減
と
民
営

化・民
間
委
託
を
進
め
て
い
ま
す
。し
か

し
、市
職
員
は
重
要
施
策
の
決
定
に
参

画
し
、職
務
の
遂
行
で
は
市
民
の
権
利・

義
務
に
関
わ
る
な
ど
住
民
福
祉
の
増
進

を
直
接
担
っ
て
お
り
、こ
の
や
り
方
を
ど

こ
ま
で
も
続
け
て
い
け
ば「
公
務
の
空
洞

化
」を
生
み
、自
治
体
そ
の
も
の
が
民
営

に
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

こ
ん
な
や
り
方
を
正
し
て
、正
し
い
自

主
財
源
を
生
み
出
す
な
ら
、法
律
で
可

能
な「
大
企
業
へ
の
法
人
市
民
税
割
の

超
過
課
税
」で
す
。静
岡
市
と
浜
松
市
を

除
く
、ほ
と
ん
ど
の
政
令
市
で
す
で
に
実

施
し
て
い
ま
す
。静
岡
県
も
、平
成
26
年

度
か
ら
地
震
津
波
対
策
の
財
源
と
し
て

大
企
業
へ
の
法
人
事
業
税
の
超
過
課
税

を
実
施
し
て
い
ま
す
。市
が
や
ろ
う
と
思

え
ば
す
ぐ
に
で
き
ま
す
。し
か
し
市
は
拒

み
ま
し
た
。

「
財
源
不
足
」対
策
は
、市
内
大
企
業

へ
の
法
人
市
民
税
の
超
過
課
税
を

■
山
本
明
久
議
員

三
保
地
区
の
整
備
と
、
桜
ヶ
丘
病
院

の
移
転
問
題
に
つ
い
て
、
市
の
考
え
を

質
し
ま
し
た
。

病
院
移
転
問
題
に
つ
い
て
、Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ

（
ジ
ェ
イ
コ
ー
）
か
ら
移
転
候
補
地
決
定

の
連
絡
が
遅
れ
て
い
る
の
は
、
市
が
地

元
の
意
向
を
無
視
し
て
二
案
並
列
で
示

し
た
の
が
最
大
の
原
因
で
あ
る
。

地
元
の
声
を
反
映
し
、Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ
に
対
し

積
極
的
に
働
き
か
け
る
べ
き
で
は
な
い
か

質
し
ま
し
た
。
質
問
に
対
し
担
当
局
長
は
、

Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ
に
情
報
提
供
し
て
か
ら
約
三
か

月
が
経
過
し
よ
う
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、

Ｊ
Ｃ
Ｈ
Ｏ
の
考
え
を
聞
く
機
会
の
調
整
に

入
っ
て
い
る
、
本
市
と
し
て
、
ど
の
よ
う

な
事
が
で
き
る
の
か
検
討
し
て
い
き
た
い

と
答
え
ま
し
た
。

桜
ヶ
丘
病
院
に
つ
い
て

■
内
田
り
ゅ
う
す
け
議
員

大
手
広
告
代
理
店
・
電
通
で
長
時
間

労
働
が
原
因
で
過
労
死
自
殺
が
あ
っ
た

こ
と
か
ら
、
市
職
員
の
時
間
外
勤
務
の

実
態
を
質
し
ま
し
た
。
厚
労
省
が
示
し

て
い
る
上
限
、
年
間
３
６
０
時
間
を
超

え
て
い
る
職
員
は
毎
年
５
０
０
人
以
上

（
全
体
の
約
10
％
）、
１
０
０
０
時
間
を

超
え
て
い
る
人
も
数
人
い
ま
す
。
厚
労

省
は
過
労
死
認
定
の
基
準
を
月
80
時
間

と
し
て
お
り
、少
な
く
な
い
職
員
が
「
過

労
死
予
備
軍
」
の
状
態
で
す
。

病
気
に
よ
る
30
日
以
上
の
休
暇
（
休

職
）
者
は
、
年
ご
と
に
増
加
し
て
お
り
、

Ｈ
27
年
度
は
１
７
０
人
、
う
ち
89
人
が

メ
ン
タ
ル
疾
患
者
で
す
。
当
局
は
、
勤

務
と
の
関
わ
り
を
否
定
し
て
い
ま
す
が
、

真
の
原
因
を
隠
し
た
ま
ま
で
は
解
決
に

は
結
び
つ
き
ま
せ
ん
。

人
事
委
員
会
が
毎
年
、
時
間
外
勤
務

の
縮
減
を
勧
告
し
て
い
ま
す
が
、
当
局

の
改
善
に
向
け
て
の
姿
勢
は
極
め
て
問

題
で
す
。

党
の
要
望
実
現
│
耐
震
補
強

助
成9月

補
正
予
算
で
木
造
住
宅
耐
震
補

強
助
成
30
万
円
上
乗
せ
が
提
案
さ
れ
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
助
成
額
が一般
家
庭

で
60
〜
65
万
円
、
高
齢
者
世
帯
で
90
〜

95
万
円
と
な
り
ま
す
。
共
産
党
が
一
貫

し
て
要
望
し
て
き
た
こ
と
が
実
を
結
び

ま
し
た
。
来
年
度
以
降
も
継
続
す
る
よ

う
強
く
要
望
し
ま
し
た
。

放
置
で
き
な
い
市
職
員
の

時
間
外
勤
務

■
寺
尾  
昭
議
員

Ｈ
28
年
４
月
か
ら
始
ま
る
介
護
保
険

の
「
総
合
事
業
」
と
、
清
水
港
と
Ｌ
Ｎ

Ｇ
火
発
計
画
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。

清
水
港
は
三
保
半
島
に
囲
ま
れ
た
、
魅

力一杯
の
港
で
す
。
火
力
発
電
所
が
で
き

れ
ば
、Ｌ
Ｎ
Ｇ
タ
ン
カ
ー
の
危
険
性
が
増

大
し
ま
す
。
東
燃
の
、「
巨
大
地
震
が

来
て
も
外
堤
防
は
壊
れ
て
い
な
い
か
ら
、

Ｌ
Ｎ
Ｇ
タ
ン
カ
ー
は
大
丈
夫
」
と
い
う

主
張
は
、「
巨
大
地
震
で
外
堤
防
は
壊

れ
る
」
と
の
内
閣
府
の
見
解
が
出
さ
れ
、

大
き
く
崩
れ
ま
し
た
。
ま
た
そ
の
こ
と

を
、
当
局
も
認
め
る
答
弁
を
し
ま
し
た
。

東
燃
は
港
と
、
市
民
の
「
安
全
」
を
確

保
す
る
た
め
に
も
Ｌ
Ｎ
Ｇ
建
設
計
画
は

や
め
る
べ
き
で
す
。

Ｌ
Ｎ
Ｇ
火
力
発
電
は
、

巨
大
地
震
で
非
常
に
危
険

■
西
谷
博
子
議
員

市
教
委
は
、Ｈ
34
年
に
向
け
、
小
中
一

貫
教
育
を
全
小
中
学
校
で
進
め
よ
う
と

し
て
い
ま
す
。

当
分
は
、
施
設
は
現
在
の
ま
ま
分
離

型
で
す
が
、
将
来
的
に
は
施
設一体
を
目

指
し
、
そ
う
な
れ
ば
学
校
は
廃
校
と
な
っ

て
し
ま
い
ま
す
。

鈴
木
せ
つ
子
議
員
は
、
こ
の
制
度
が

教
育
的
に
検
証
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
、

学
力
が
向
上
す
る
根
拠
が
な
い
こ
と
を

質
し
ま
し
た
。
ま
た
、
も
っ
と
子
ど
も

と
向
き
合
い
た
い
と
望
ん
で
い
る
教
師

の
多
忙
・
長
時
間
労
働
を
解
消
し
、

教
員
増
員
を
実
施
す
る
こ
と
、
住
民
、

小
中
一
貫
教
育
よ
り
教
員
増
員
を

■
鈴
木
せ
つ
子
議
員

保
護
者
と
双
方
向
の
議
論
で
、
十
分
議

論
を
尽
く
し
、
住
民
合
意
な
い
も
と
で

の
強
行
は
し
て
は
な
ら
な
い
と
指
摘
し

要
求
し
ま
し
た
。

国
保
料
│
来
年
度
も
引
き
下
げ

可
能国民

健
康
保
険
会
計
は
ま
だ
ゆ
と
り
が

あ
り
ま
す
。
３
年
連
続
引
き
下
げ
で
き
る

と
指
摘
し
、
引
き
下
げ
を
迫
り
ま
し
た
。

年金受給申請へのマイナンバー利用に反対

議案への態度
（主な会派）

議　　　　案 日本共産党 自民党 公明志政会
（民進含む）

×
×
棄権
〇
〇
〇

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○
× × × ×
× × × ×
× × × ×

Ｈ28年度一般会計補正予算（日本平整備事業など）

年金受給申請へのマイナンバー利用の条例改正

地方議員の厚生年金への加入を求める意見書

党提案　リニア新幹線の建設に関する意見書

党提案　浜岡原発の再稼働に反対することを求める意見書

国保料の引き下げを求める請願　

維新の会

反対
討論

国保料の引き下げを求めるねばり強い請願署名
運動は、今年で13年目です。
昨年、今年と2年連続して国保料引き下げが実現
しましたが、市民にその実感はありません。国保会
計は、37億の黒字、41億の基金があり、来年度国保
料引き下げは充分可能です。
しかし、自民党などは、「国保料は国保運営協議
会が決める」と請願を否決しました。請願権を行使
した市民運動に対し、議会として正面から審議を尽く
すべき責任の放棄とも言える行為です。日本共産党
は、唯一紹介議員になり、賛成討論で同意を訴え、
賛成しました。

市
議
団
活
動 

こ
の
一
年

昨
年
は
、安
保
法
制
廃
止
を
求
め
る
議
員
有
志
に
よ
る

ス
タ
ン
デ
イ
ン
グ
が
実
現
し
、小
中
一
貫
教
育
、公
共
施
設
民

営
化
・
統
廃
合
計
画
な
ど
、市
民
サ
ー
ビ
ス
後
退
に
つ
な
が
る

市
政
に
対
し
、市
民
と
の
協
力
共
同
を
広
げ
た
年
で
し
た
。

ま
た
、小
中
一
貫
教
育
学
習
会
、国
保
料
引
き
下
げ
な
ど
、

多
彩
な
活
動
を
行
い
ま
し
た
。

引
き
続
き
、市
民
の
皆
さ
ん
と
力
を
合
わ
せ
ま
す
。

11月 国保料引き下げを街頭から呼びかける

10月 民主商工会と市当局に要請

6月 安保法制廃止を求め超党派議員有志で宣伝

12月 国保料引き下げ請願に賛成する党議員団

10月 市政報告会

11月 小中一貫教育学習会

自民、志政会、公明、維新が否決
国保料の引き下げを求める請願

日本共産党は賛成

（抜粋）


